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１．調査の概要

１－１　調査の背景と目的

（1）オマーンの水資源開発の現状

　　オマーン・スルターン国（以下、「オマーン」と記す）は、水需要の大半を地下水に依存し

ている。オマーンは 1970 年代より、伝統的な地下水灌漑システムであるファラージ施設の改

修やリチャージ・ダム（地下涵養ダム）の建設を積極的に進め、水資源確保に努めてきた。

　　しかしながら、過去 30 年間にわたる水資源整備事業にもかかわらず、人口増加、工業用水

需要増加、度重なる旱魃などの影響で、いまだ慢性的な水不足の状況に置かれている。このた

め、オマーン政府は更なる水資源開発に迫られている。

（2）調査の背景

①　フィージビリティ調査（F ／ S）要請背景・目的

　　農業開発 M ／ P 調査（1990 年）では、地下ダムの可能性について言及がある。1990 年代

半ばに、オマーン水資源局からの研修員が日本での研修に参加、日本の地下ダム建設サイト

を視察している。これらを踏まえ、オマーン政府は 2004 年８月、地下ダムに関する開発調

査を日本側へ正式要請した。

②　プロジェクト形成調査実施の背景・目的

　　オマーンはリチャージ・ダムや貯留ダムに関する建設技術は有していると思われる。し

かしながら、更なる水資源開発が必要であることから、JICA の M ／ P や研修員受入れ等

を通じ、地下ダムという新技術に注目、日本側へ協力を要請した。

　　在オマーン日本国大使館は、オマーン政府と協議し、この分野での地下ダムも含めた技

術協力案件を形成するため、プロジェクト形成調査を要望、正式に採択された。なお、我が

国の対オマーン援助重点分野は人間開発分野と環境分野であるが、水分野は環境分野の一

部との位置づけである。

（3）調査の目的

　　既述のとおり、先方政府は地下ダム建設の開発調査を要望している。しかしながら、地下

ダム建設には、高度な技術、膨大な資金と時間を必要とするほか、建設地の地形、地質等に

大きく左右されるものであり、先方政府が要請しているアダム地区での地下ダム建設は非常

に困難である。

　　本件は、地下ダムの技術移転を含む技術協力につき、適切な協力内容とすべく先方政府と

協議し、協力の方向性を提言するものである。

　

１－２　調査基本方針

（1）オマーン水資源政策関連機関との協議等を通じ、同国の水資源政策に係る情報収集・分析

を行い、今後のオマーンに対する水資源分野での具体的協力の可能性について検討する。

（2）オマーン水資源政策関連機関との協議やアダム地区等の視察を通じ、地下水開発に係るオ

マーンの現状や取り組みについて調査し、具体的協力の可能性について検討する。
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（3）2005 年度新規要請案件として要請のある開発調査プロジェクト「ダーヒリーヤ地方におけ

る地下水開発」に関し、同プロジェクトは JICA 総合評価で不採択であるものの、関連し

た追加情報等があれば入手する。

１－３　調査項目

（1）水資源基礎情報

・一般情報：人口、気象、災害、地形、地質、産業

・水資源情報：水資源の需要／供給（内訳、用途、水量、年度別経緯）、水不足の実態、水源

種類、地下水位、地下水賦存状況（地域：海岸沿い／内陸、深度：浅層／深層）、水質、給

水原単位、地盤沈下、塩水化

・施設情報：位置、数量、種類、設計、施工実績、建設コスト

（2）水資源関連政策

・担当省庁：組織、役割、他省庁とのデマケーション、職員数、事業実績、予算、事業収支、

維持管理体制

・水資源政策：国家開発計画、「ビジョン2020」（1995）、「全国水資源マスタープラン」（2000）

などにおける水資源背策の位置づけ

・水資源関連法規：地下水開発に関する法令、規制

・実施中のプロジェクトの概要：各種水資源開発関連プロジェクト（新たな水資源開発、必要

なダムの建設、老朽化したファラージのメンテナンス、水資源データベースの構築等）の

進捗状況

・他ドナー：主要ドナーの協力政策、実績、計画

・水資源開発における課題、問題点

（3）水資源関連施設

・実施中のプロジェクトの概要：各種水資源開発関連プロジェクト（新たな水資源開発、必要

なダムの建設、老朽化したファラージのメンテナンス、水資源データベースの構築等）の

進捗状況

・サイト調査：水資源確保の方策としてのリチャージ・ダム、貯水ダム、地下ダム、井戸、

地表水、海水淡水化プラント等の既存施設の概要、取水状況、稼動状況、問題点、維持管

理状況（施設が機能していない場合は、事例の原因追及を試みる）など

アダム地区周辺 F ／ S 要請サイト、地形／地質状況の調査

マスカット～ニズワ 既存施設（リチャージ・ダム）の状況調査

マサラート地区 既存水資源開発地区（井戸）の状況調査

ソハール地区 既存施設（リチャージ・ダム、1970 ～ 1980 年代の JICA プロ

ジェクト）の状況調査

マスカット地区  淡水化プラントの状況調査

・ダーヒリーヤ地方及び北部地域の自然条件：施設の位置する周辺の自然環境（地形、地質、

地下水）
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（4）アダム地区の地下ダム建設案

・我が国の地下ダムに関する事例（施設概要、取水量、工事費、他）を紹介し、その問題点、

調査／設計／施工／積算に関する情報を提供する。

・本開発調査の JICA 総合評価は D（不採択）（外務省協議は未）であり、協力は困難である

ことを、技術的観点から説明し、納得させる。（アダム地区で検討されている地下ダムは東

西 1.7km、南北７ km、集水域約 4,000km2 以上で、日本の地下ダムと比しても巨大で、実行

可能性を調査するためには相当な経費が必要。また単純計算でも、水位を 10m 上げるため

に 10 年以上かかることも予想される）。

・地下ダムは、技術的側面、資金的側面、日本の技術の適用可能性(日本のノウハウがそのま

まオマーンで通用するかどうか)等から、開発調査で日本が丸抱えで協力することは非常に

困難であるとの方向へ導く。

・先方が地下ダムを日本に造ってもらいたいのか、その技術をほしいのか、どの程度までの

支援を期待しているのか、また、建設事業に対する実施方法の考え方、などを確認する。

１－４　調査団構成

　「資料１．調査団員リスト」のとおり。

１－５　調査日程

　「資料２．調査日程のとおり。

１－６　水資源分野における技術協力実績

分　野

公益事業

社会基盤

通信放送

技術協力案件

・開発調査：北部バチナコースト水文観測計画調査（1981～ 1986）、JICA

・専門家派遣：水文観測（応用）（1992.8～ 1996.8）、JICA

・専門家派遣：水文（1986.1～ 1992.1）、JICA

・専門家派遣：地図作成及び鉱物探査（1990.1～ 1990.3）（３人）、JICA

・専門家派遣：ダム工学（1992.1）（３人）、JICA

・開発調査：バルカ発電・海水淡水化プラント開発計画（1993）、JICA

※過去のオマーン向け日本政府の援助実績については「資料７．過去のオマーン向け日本政府の援助実績」のとおり。

１－７　調査結果の要約

　オマーン水資源局との協議を通じ、調査団は案件の候補として、水資源局が希望する JICA

スキームのうち、専門家派遣３案件、研修員受入れ（集団研修）４コースが妥当であると判断し

た。

〈専門家派遣〉

　専門家派遣は、①長期専門家「水資源アドバイザー（土木・水利地質）」（TOR：水資源管理全

般、水資源 M ／ Pの見直し、水資源取水施設の建設、維持管理技術）、②短期専門家「地下ダム

調査（水利地質）」（TOR：地下ダムの調査技術、地下ダム建設サイト候補の選定）、③短期専門
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家「地下ダム建設（土木）」（TOR：地下ダムの設計・施工技術）、である。

〈研修員受入れ〉

　研修員受入れは、集団研修①「河川及びダム工学」、②「乾燥地における水資源・環境管理」、

③「総合的水資源管理」、④「乾燥地水資源の開発と環境評価」である。

〈その他〉

　なお、先方から要望の強かった開発調査「ダーヒリーヤ地方における地下水開発」について

は、技術的、資金的に日本からの協力は困難であることを先方に説明し、改めて開発調査の実

施を検討することで、水資源局も了解した。
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